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2026年度下期 

登録冷凍空調基幹技能者講習 

受 講 案 内 

 

第 91回長野 

第 92回松山 

この講習は建設業法施行規則に基づき実施する講習です。 

（国土交通大臣登録第２６号 登録基幹技能者講習機関） 

（ ） 

2026年 11月 13日（金）、14日（土）（2日間） 

厚生労働省の建設事業主等に対する助成金のご案内 

（P11 ページ以降の令和 8 年度版をご参照ください。） 

（建設労働者技能実習コース）  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000201717_00006.html 

講習修了後 2か月以内に各都道府県労働局へ申請してください。 

（助成金の問いあわせについては各都道府県労働局へご連絡ください。） 
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◇登録冷凍空調基幹技能者とは◇ 

 

 建設業法施行規則の改正により基幹技能者制度は、平成２０年４月１日から登録講習制度として位置づ

けられ、国土交通大臣に登録した機関が実施する登録基幹技能者講習の修了者は、平成２１年度から経営

事項審査で加点評価されています。 

 

 これに伴い、(一社)日本冷凍空調設備工業連合会では、「冷凍空調基幹技能者」制度を立ち上げ、同時に、

国土交通大臣登録機関として申請・登録（平成２２年３月２５日付登録）され、「登録冷凍空調基幹技能者」

として、当会は講習事務を執り行うこととなりました。 

 

 登録基幹技能者とは、「熟練の技を持った技能者で、それに加えて、施工管理、品質管理、原価管理、安

全管理等のマネジメントができる、技術的能力も保有し、現場の責任施工を担える優れた技能者」のこと

をいいます。 

 

 また、登録基幹技能者の役割として、①現場の状況に応じた施工方法等の提案、調整等 ②現場の作業

を効率的に行うための技術者の適切な配置、作業方法、作業手順等の構成 ③生産グループ内の一般技能

者の施工に係る指示、指導 ④前工程・後工程に配慮した他の職長等との連絡調整 等が期待されていま

す。 

 

 さらに、国土交通省では、建設生産において基幹技能者を「専門工事業における主任技術者の中核的役

割を担うもの」と位置づけ、制度の推進を図るとともに、登録基幹技能者制度の運営団体で「登録基幹技

能者制度推進協議会」を設立して、その活用を図っています。 

 

 その中で、特に登録冷凍空調基幹技能者には、冷媒としてフロン等の危険な高圧ガスを取扱うため、関

係法令の熟知・遵守が求められています。また、地球環境保護の観点からも、冷媒の漏えい対策等、より

高度な技術と十分な知見を有する必要があります。このように、登録冷凍空調基幹技能者には、安全と環

境に配慮したマネジメント力や配管施工、メンテナンス等の指示・施工を行うことが求められています。 
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2026年度下期講習会（講習は 2日間です） 

 

＊2日目、安全管理、関係法令の科目のみ、講習会場にて、動画による講義になります。そ

の他の科目は講師による対面講義になります。 

１．開催要領 

（１）受講要件  受講要件は次の要件の全てを満たす者 

①１級冷凍空気調和機器施工技能士（合格証書の写しが必要です） 

②冷凍空調設備施工の実務経験が１０年以上（技能士合格後という条件はありません） 

③職長教育修了（労安法第６０条に規定する教育を受けたことを証する書類の写しが必要です） 

④②のうち、職長としての経験が３年以上（職長教育修了後という条件はありません） 

（２）講義内容 

〔１日目〕 ９：４５～１８：０５ （９：３０より事前説明があります。） 

科  目 内  容 講義時間(分) 

基幹技能一般に関する科目 工事現場における基幹的な役割及び当該

役割を担うために必要な技能に関する事

項（建設技術者の労働環境、基幹技能者

のあり方） 

６０ 

基幹技能一般に関する科目 OJTとその進め方に関する事項 

６０ 

建設工事の施工管理、工程管理に関

する科目 

施工管理 ６０ 

工程管理 １００ 

資材管理 ６０ 

原価管理 ６０ 

〔２日目〕 ９：２０～１６：５５ 

科  目 内  容 講義時間(分) 

基幹技能一般に関する科目 冷凍空調業界の最新の動向に関する事項 ８０ 

建設工事の施工管理、工程管理に関

する科目 

品質管理 ６０ 

安全管理 ６０ 

基幹技能者関係法令に関する科目 労働安全衛生法その他関係法令に関する

事項 
６０ 

修了試験※ ８０ 

※）修了試験は、四者択一の２５問。テキスト・教材類の参照禁止。 

講 習 会名 会 場 定員 日 程

ホテル信濃路 2026年

〒380-0936
長野市中御所岡田町131-4

11月13日(金)～

11月14日(土)

テクノプラザ愛媛 （2地区同時開催）

〒791-1101
愛媛県松山市久米窪田町３３７−１

受講者用の駐車場は確保しておりません。お車でお越しの場合は各自で駐車場を確保してください。

第91回長野 30名

第92回松山 30名
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２．申込み要領 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 提出書類（提出書類はすべてA4版としてください） 

記入間違いを訂正する場合は、訂正箇所を二重線等で消して下さい。 訂正印は不要です。 

修正ペン、修正液等で訂正された場合は、様式の再提出をお願いしています。 

  １）受講・受験願書（様式１） 

    ① 顔写真１葉（縦３㎝×横 2.4㎝、カラー）を貼付 

      （写真の裏面には必ず氏名をご記入ください） 

    ② 裏面に、受講料（39,800円）の振込み控えの写しを貼付（振込手数料は振込者負担） 

  ２）１級技能検定（冷凍空気調和機器施工）の合格証書の写し（Ａ４版に縮小してください） 

  ３）労働安全衛生法第６０条に規定する職長教育を受けたことを証する書類の写し 

（Ａ４の用紙にコピーしてください） 

  ４）冷凍空調設備作業業務経歴書（第１号様式） 

    （他職種の基幹技能者修了証をお持ちの方は、その実務経験と今回業務経歴書に記載する実務経

験が重複しないように注意してください） 

５）身分を証明する以下のいずれかの書類 

氏名・生年月日・現住所が確認できるように提出してください。 

マスキング方法は【８．身分を証明する書類について】を参照してください。 

    ① 運転免許証の写し   ② 住民票の写し ③ マイナンバーカードの写し 

  ６）受講・受験票（様式２） 

    ① 顔写真２葉（縦３㎝×横 2.4㎝、カラー）を貼付 

      （写真の裏面には必ず氏名をご記入ください） 

   ※「顔写真」は、合計で３葉（肩から上で顔全体が写っているもの、背景無地、脱帽、マスク・サ

ングラス等不可）必要となります。 

  ７）登録情報の公開に関する確認書 

    提出がない場合は、ホームページでの情報公開は行いません。 

 

（２）申込方法 

  角２封筒（Ａ４用）に上記の提出書類を折らずに入れ、必ず配達の記録が残る方法（書留や特定記録

等）で郵送してください。（封筒の前面に、「登録冷凍空調基幹技能者講習申込書在中」と明記してくだ

さい） 

 

  提出先・問い合わせ（下記をコピーのうえ切り取って宛先にご使用下さい） 

 

    〒105-0011 

    東京都港区芝公園3-5-8 機械振興会館3階 

     

                             （略称：日設連） 

    TEL：03-3435-9411 FAX：03-3435-9413 

    mail：info@jarac.or.jp 

    〈登録冷凍空調基幹技能者 申込書在中〉 

受講・受験願書はホームページからダウンロードできます。 (https://www.jarac.or.jp/） 

エクセル入力版とPDF（手書き入力）版が選択できます。エクセル入力版推奨 

ダウンロードできない方は、下記までお問い合わせください。 

 ☆問い合わせ先：(一社)日本冷凍空調設備工業連合会（略称：日設連） 

 電話０３－３４３５－９４１１ FAX０３－３４３５－９４１３ E-mail：info@jarac.or.jp 

 
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（３）受講・受験願書申込受付期間 

   全会場共通： 2026年8月3日（月）～10月5日（月）消印有効    

   ※定員になり次第締めきります。 

 

（４）受講料 

    ３９,８００円（税込み） 

    ＊教材費を含みます。 

    ＊振込手数料は振込人のご負担です。 

    ＊受講料は原則返還しません。ただし、登録冷凍空調基幹技能者事務規程第１３条第３項に該当

する場合は、登録冷凍空調基幹技能者講習事務規程運営要領第４条の規定に従い受講料を返還

します。 

 

（５）受講料振込先 

    ○三菱UFJ銀行 六本木支店 普通 ０９９９３９０ 

     口座名： (社)日本冷凍空調設備工業連合会 ※口座名は（社）のままです 

 

（６）受講票の送付について 

  ① 受講申込みをされた方には、受講資格及び提出書類により受講審査を行い、受講資格があると認

められた場合、受講料の入金確認後、「受講票」を送付します。（原則、受講日の3日前までに発送

します） 

② 受講票と一緒に、講習で使用する「テキスト」を送付します。 

③ 受講票が、講習日の 3 日前までに届かない場合や紛失した場合、破損している場合は、(一社)日

本冷凍空調設備工業連合会までご連絡ください。 

 

（７）問い合わせ先 

   (一社)日本冷凍空調設備工業連合会（略称：日設連） 

    〒１０５－００１１  東京都港区芝公園３－５－８ 機械振興会館３１０号室 

     電話０３－３４３５－９４１１  FAX０３－３４３５－９４１３ 

 

 

３．修了試験の実施 

（１）修了試験 

   講習の最終日の最後に修了試験を実施します。 

   試験は、四者択一式の２５問です。 

   試験の際は、テキスト類の参照はできません。 

 

（２）合否発表 

   合否の発表については、試験結果通知書（様式５）の送付により通知します。 

   合格者は、(一社)日本冷凍空調設備工業連合会のホームページに公表されます。公表内容は、受講番

号及び氏名です。 

 

（３）講習修了証の交付 

   合格者には「登録冷凍空調基幹技能者講習修了証」を交付します。 

 

（４）不合格者への特例措置 

   講習を受講したが、修了試験に不合格になった者に対し、最初に不合格した年度の翌々年度までか

つ２回まで受講免除し、修了試験のみ受けられます。（再受験費用は別途かかります） 
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（５）合格者のデータベース化 

   修了試験合格者は、登録冷凍空調基幹技能者として、日設連のホームページに公表するとともに、

(一財)建設業振興基金が運用する「基幹技能者データベース」に登録されます。 

   また、情報公表を希望する場合は、別紙の「登録情報の公開に関する確認書」を提出することによ

り情報を公表することができます。公表内容は、氏名（カナ氏名含む）、生年月日、所属組織、所属組

織の都道府県、所属組織の所在地、所属組織の連絡先、修了証番号、修了年月日及び更新回数です。 

 

 

４．登録冷凍空調基幹技能者講習修了証の更新 

（１）有効期限 

   登録冷凍空調基幹技能者講習修了証の有効期限は、５年間です。有効期限後は、経営事項審査にお

いて加点評価の対象となる有資格者ではなくなります。 

 

（２）更新 

   有効期限を延長する場合は、通信教育による能力確認試験合格後に、更新手続きをする必要があり

ます。 

   有効期限の半年前を目途に、事務局より自宅宛に更新手続きの案内をする予定です。 

 

 

５．個人情報保護について 

（１）法令等の遵守 

  (一社)日本冷凍空調設備工業連合会は、登録冷凍空調基幹技能者の個人情報を取り扱うにあたり、個

人情報保護に関する法令等を遵守します。 

 

（２）利用目的 

   利用目的は以下のとおりです。 

  １）登録冷凍空調基幹技能者講習申込の受講審査及び個人認証のため 

  ２）登録冷凍空調基幹技能者に対し、冷凍空調工事等に関連した情報提供のため 

  ３）登録冷凍空調基幹技能者の資格証等の再発行、更新講習のため 

  ４）登録冷凍空調基幹技能者制度の推進のために実施する、各種アンケート調査等のため 

  ５）資格制度のデータベースのため 

  ６）登録冷凍空調基幹技能者の登録データベースのため 

  ７）個人情報を統計的に集計・分析し、個人を識別・特定できない形態に加工した統計資料等を作成

するため 

 

（３）適正な個人情報の取得 

   個人情報を、偽りその他不正の手段で取得することはありません。 

 

（４）第三者への提供 

   次の場合を除き個人情報を第三者に提供することはありません。 

  １）登録冷凍空調基幹技能者よりあらかじめ同意を得ている会社に提供する場合。 

  ２）法令に基づく場合。 

  ３）人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合にあって、登録冷凍空調基幹技能者の

同意を得ることが困難であるとき。 

  ４）公衆衛生の向上または児童の健全な育成推進のために特に必要がある場合であって、登録冷凍空

調基幹技能者の同意を得ることが困難であるとき。 

  ５）国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令で定める事務を遂行することに
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対して協力する必要がある場合であって、登録冷凍空調基幹技能者の同意を得ることにより当該事

務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

（５）安全管理 

  １）個人情報の漏洩、減失または毀損の防止その他安全管理のための必要かつ適切な措置を講じます。 

  ２）個人情報を取り扱うにあたっては、個人情報の安全管理が図られるように指導、適切な措置を講

じます。 

  ３）個人情報の取扱い全部または一部を委託する場合は、その取扱いを委託された個人情報安全管理

が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行います。 

  ４）個人情報の取り扱いの苦情については、適切かつ迅速な対応をいたします。 

 

６．反社会的勢力排除に関する事項 

(一社)日本冷凍空調設備工業連合会（略称：日設連）は、登録冷凍空調基幹技能者本人もしくは所属

企業の代表者、責任者、実質的に経営権を有する者等が次の各項の一に該当する場合には、日設連

は何らの予告を要さずに当該資格をはく奪、若しくは資格を与えない、又は講習を受けさせないこ

とができるものとする。 

(１) 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋その他の反社会的勢力（以下、

まとめて「反社会的勢力」という）に属すると認められるとき 

(２) 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 

(３) 反社会的勢力を利用していると認められるとき 

(４) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認め

られるとき 

(５) 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

(６) 自ら又は第三者を利用して、詐術、暴力的行為又は脅迫的言辞を用いたとき 

２ 日設連は、前項の規定により、当該資格をはく奪、若しくは資格を与えない、又は講習を受け

させないこととした場合に、当該登録冷凍空調基幹技能者本人若しくは所属企業等に損害が生じて

も何らこれを賠償ないし補償することは要せず、また、かかる解除により日設連に損害が生じたと

きは、当該登録冷凍空調基幹技能者若しくは所属企業はその損害を賠償するものとする。 

 

７．登録冷凍空調基幹技能者事務規程（抜粋） 

（講習の内容等） 

第７条 講習は、施行規則第１８条の８に規定する基準に適合する方法で、講義及び試験により行う。 

２ 講義の科目、内容及び時間は別表１による。 

３ 試験の科目及び内容は別表２による。 

４ 試験の出題は、別表２に定める各科目の内容毎に１題以上出題するものとし、その総数は２５問とする。 

５ 試験は、四者択一式の学科試験とし、時間は８０分とする。 

６ 受講・受験票を提示しない者は、試験を受験することができない。 

７ 試験時は講習テキスト、ノート類の参照は不可とし、机の上に置いてはならない。 

８ 試験の開催日ごとに試験問題を変更する。 

 

（受講資格） 

第10条 講習を受講できる者は、次の各号に掲げる項目すべてに該当するものとする。 

（１）冷凍空調設備施工の実務経験が１０年以上で、うち３年以上の職長経験があること。 

  （２）職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づく１級冷凍空気調和機器施工技能士（冷凍空気調和機器施

工作業）の資格を有すること。 

 

（受講審査等） 

第12条 前条により受講の申込みのあった者に対し、次に掲げる基準に適合する者の受講を認める。 

  （１）受講の申込者が第10条の規定に該当する者であること。 

  （２）前条に規定する願書等、必要な書類の提出及び適切に記載されていること。 

  （３）第13条に規定する受講料が払い込まれていること。 

２ 前項の審査は、願書及び添付書類により行う。 
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３ 願書又は添付書類に不備を認めたときは補正を求め、補正できないとき又は受講の資格を有すると認められないときは、

理由を付して、願書その他の書類と受講料を返還する。 

４ 第１項の規定により受講が認められ、かつ受講料の納入が確認されたときは、受講者に対し試験会場、集合場所及び受験

番号を記載した受講・受験票を交付する。 

 

（受講料） 

第13条 受講料の額は39,800円（税込み）とする。 

２ 受講料の収納方法については、指定する口座に払い込みするものとする。 

３ 既納の受講料は、原則として次に掲げる場合を除き、返却しないものとする。 

  （１）第12条の審査の結果、受講資格を満たさないと認められたとき 

  （２）日設連の責に帰すべき事由により講習を受けることが出来なかったとき 

  （３）受講者の責によらない事由により講習を受けることが出来なかったとき 

  （４）受講申込み後、講習の実施日の３日前までに受講の取り消しの申し出があったとき 

  ただし、返却する場合は、受講料から所要の手数料を差し引いた額とする。 

 

（再受験手続き） 

第14条 第26条の規定により再受験する者は、再受験願書に第25条第２項に規定する講習試験結果通知書の写し及び身分

を証明する書面等を添付し、提出するものとする。 

 

（再受験料） 

第15条 再受験料の額は12,500円（税込み）とする。 

 

 （合否の判定基準） 

第24条 試験の合否判定基準は、別表２に定める試験科目の合計点６割以上を標準とし、毎年度、講習委員会で決定する。 

 

 （合否の判定等） 

第25条 合否の判定は、講習委員会が行い、会長が決定する。 

２ 合否の判定結果は、試験結果通知書により本人に通知する。 

３ 合格者は、日設連のホームページ等で公表するものとする。 

 

 （試験の不合格者の扱い） 

第26条 試験の不合格者に対して、最初に不合格した年度の翌々年度までかつ２回まで講義の受講免除措置を与えるものと

する。 

 

（不正手段による受講者に対する措置） 

第27条 会長は、不正手段によって講習を受けようとし、又は受けた者に対しては、その受講を停止し、若しくは合格の決

定を取り消すものとする。 

以上 
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８．身分を証明する書類について 

運転免許証の写し 

 

・裏面 住所変更、氏名変更など記

載がある場合は裏面も提出 

・【臓器提供の意思欄】をマスキング 

住民票の写し 

 

・個人番号を省略してください 

・本籍、ほか本人の情報以外を省略

してください 

マイナンバーカードの写し 

 

・表面のみ提出してください 

・裏面（個人番号）は提出しないでく

ださい 

・【臓器提供の意思欄】をマスキング 

・目隠し用ケースなどを利用する

と、マスキングできます 

・通知カードは不可とします 

 

  

臓器提供の意思欄

をマスキング 
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「受講・受験願書」 

の入手 

「受講・受験願書」作成 

「添付書類」の準備 

「受講料」の振込 

「受講・受験願書等」の送

付 

（配達記録が残る方法で

送付） 

受講要件書類審査 

受講・受験票、テキストの

送付 

講習（２日間） 

試験（講習終了後） 

試験結果の通知 

修了証の送付 

ホームページからダウンロードしてください。ダウ

ンロードできない方は下記までお問い合わせくだ

さい。 

(一社)日本冷凍空調設備工業連合会（日設連） 

Tel 03-3435-9411 Fax 03-3435-9413 

URL：http://www.jarac.or.jp/ 

受講料：39,800円（税込み） 

（振込手数料は、受講申請者の負担） 

・定員になり次第締切ります。 

・締切日になっても定員に満たない場合は、締切日

を延長する場合があります。 

書類に不備がある場合は、受講できない場合があり

ます。 

また、受講要件に満たない場合は、受講できません。 

講習開催日の２週間前に発送予定 

講習に関する注意事項を同封 

講習： １日目  ９：４５～１８：０５ 

     ２日目  ９：２０～１４：５５ 

試験： ２日目 １５：３５～１６：５５ 

講習終了後、２ヵ月を目安に通知予定 

・合格者には、修了証を同封します。 

・合格発表はホームページでも公表します。 

・不合格者には、「再受験申込書」を同封します。

（講習の免除措置で再受験することができます。

再受験料12,500円（税込み） 

申込みから合否発表までの流れ 

(注)修了証の有効期間は５年間です。能力確認試験合格後更新できます。 



都道府県労働局・ハローワーク

建設事業主等に対する助成金のご案内

建設事業主向け助成コース一覧（令和８年度）

トライアル雇用助成金

若年・女性
建設労働者
トライアルコース

35歳未満の若年者または
女性を対象に試用雇用を
行った場合

１人あたり４万円／月×３か月

（トライアル雇用助成金の上乗せ）
P５

人材確保等支援助成金

若年者及び女性に
魅力ある職場づくり
事業コース
（建設分野）

若年者及び女性労働者の

入職や定着を図ることを

目的とした事業を行った

場合

中小建設事業主

対象経費の３／５＜３／20＞

中小建設事業主以外

対象経費の９／20＜３／20＞など

P６

作業員宿舎等
設置助成コース
（建設分野）

女性専用の作業員施設を

整備した場合

女性専用作業員施設

対象経費の３／５＜３／20＞
P13

作業員宿舎、作業員施設、

賃貸住宅を整備した場合

（石川県）

作業員宿舎

建設労働者の数×25万円

作業員施設・賃貸住宅

対象経費の２／３

P16

建設キャリアアップ
システム等活用促進
コース（雇用管理改
善促進事業）

建設キャリアアップシス

テムを活用して雇用管理

改善の取組を行った場合

算定対象となる技能者の数×16万円 P22

建設労働者
認定訓練コース

認定職業訓練または指導

員訓練のうち、建設関連

の訓練を実施した場合

経費助成

対象経費の１／６
P25

建設労働者に対して認定

訓練を受講させた場合

賃金助成

3,800円／人日＜1,000円／人日＞
P26

建設労働者
技能実習コース

若年者等の育成と熟練技

能の維持・向上を図るた

め、キャリアに応じた技

能実習を実施した場合

中小建設事業主（20人以下）

経費助成：３／４＜３／20＞
賃金助成：9,500円／人日

＜2,000円／人日＞

中小建設事業主（21人以上）

経費助成：７／10＜３／20＞
賃金助成：8,550円／人日

＜1,750円／人日＞など

P28

人材開発支援助成金

＜＞は賃金要件、資格等手当要件を満たした場合の増額分です。詳しくはP３をご覧ください。

助成額は100円未満切り捨てとなります。

詳しくは、厚生労働省または都道府県労働局のホームページをご覧
いただくか、お近くの都道府県労働局へお問い合わせください。

建設事業主等に対する助成金 検索

建設事業主

の皆さまへ

PL080408建01

抜粋版

巻末の一覧をご確認ください。

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形

TAKAHASI TOMOYUKI
線

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形
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助成金の利用に当たってのご注意

本冊子は、建設事業主に対する助成金の各コースの内容について簡潔に記載したものです。詳細な

要件等については、各コースの支給要領をご覧いただくか、お近くの都道府県労働局にお問い合わ

せください。（お問い合わせ先は巻末ページをご参照ください。）

支給要領はこちらのウェブサイトに掲載しております。（右側のQRコードからもご覧い

ただけます。）

掲載先：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000201717_00007.html

（１）申請期限の厳守

提出期限までに申請がない場合、助成金は受給できません。（提出期限・記入方法などについては、最寄

りの都道府県労働局またはハローワーク（公共職業安定所）にご相談ください。）

（２）現地確認などについて

支給要件の確認のため、費用負担、賃金の支払い、訓練などの実施状況、建設労働者の雇用状況などにつ

いて、現地での確認や聞き取りを行ったり、報告や書類の提出を求めることがあります。これらの確認な

どにご協力いただけない場合、また支給要件に照らして申請書や添付書類などの内容に疑義がある場合に

は、助成金を受給できないことがありますので、あらかじめご了承ください。

（３）助成金の返還について

詐欺、脅迫、贈賄など刑法に抵触する行為を含むことはもちろん、刑法上犯罪を構成するに至らない場合

でも、故意に助成金の計画届や支給申請書に虚偽の記載を行い、または偽りの証明を行うことにより、本

来受けることができない助成金の支給を受け、または受けようとした場合（以下「不正受給」という）、

若しくは本来支給される額を超えて助成金の支給を受けた場合は、支給した助成金の全部または一部を返

還していただきます。

また、不正受給を行った場合は、不支給決定または支給決定取消しが行われ、不支給決定または支給決定

取消しを受けた日から５年間は各種助成金を受給できなくなります。特に悪質な場合は、詐欺罪として刑

事罰に処せられることがあります。

返還に際しては、受給した日の翌日から返還が終了する日までの間、延滞金（法定利息）が加算されます。

（４）書類の整理保管

助成金の支給に関して提出した書類（訓練などの実施に要する費用、賃金の支出に関する証拠書類など）

は、この助成金に関する支給（不支給）決定日から起算して５年間保存してください。

助成金の不支給要件

次のいずれかに該当する事業主等は助成金を支給できません。

１．偽りその他不正の行為により、雇用保険法第62条及び第63条並びに雇用保険法施行規則に基づく助成金の

支給を受け、または受けようとしたことにより、支給申請日または支給決定日の時点で不支給措置がとら

れている事業主等

２．支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度の労働保険料を納入していない事業主等

３．支給申請日の前日から起算して１年前の日から支給申請日の前日までの間に労働関係法令の違反を行った

事業主等

４．風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律に規定する接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業並びに

接客業務受託営業を行っている事業主等

５．暴力団関係事業所の事業主等

６．事業主または事業主の役員等が、破壊活動防止法第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行ったまたは行

う恐れがある団体に属している場合

７．支給申請日または支給決定日の時点で倒産している事業主等

８．助成金の不正受給が発覚した場合の公表について同意していない事業主等

その他の支給要件については、各コースのページをご覧ください。また、事前にお近くの都道府県労働局またはハロー

ワークにご相談の上、助成金の利用計画を進めるようにしてください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000201717_00007.html
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パンフレットの用語について

建設労働者を雇用して建設事業を行う者であり、「Aの建設事業主」または「Bの建設事業主」

のいずれかを指します。

※建設労働者を雇用しない、いわゆる「一人親方」及び「同居の親族のみを使用して建設事業

を行っている事業主」は、建設事業主には当たりません。

建設事業主

「建設の事業」の雇用保険料率※１の適用を受ける建設事業主Aの建設事業主

雇用保険の適用上１つの事業所として認められる「建設の事業」の雇用保険料

率の適用を受ける事業所
Aの事業所

「一般の事業」または「農林水産業、清酒製造業」の雇用保険料率※２の適用を

受けており、建設業の許可※３を有する建設事業主
Bの建設事業主

雇用保険の適用上１つの事業所として認められる「一般の事業」または「農林

水産業、清酒製造業」の雇用保険料率の適用を受ける事業所
Bの事業所

中小建設事業主

Aの中小建設事業主

Bの中小建設事業主

資本金の額若しくは出資の総額が３億円以下、または常時雇用する労働者数が300人以下

の建設事業主をいいます。

「Aの建設事業主」かつ「中小建設事業主」である事業主

「Bの建設事業主」かつ「中小建設事業主」である事業主

建設事業主団体

建設事業主の団体またはその連合団体であって、構成員のうちに占める建設事業主の割合が

50％以上かつ構成員である建設事業主に占める雇用保険の保険関係が成立している事業に関す

る建設事業主の割合が50％以上であって、財務及び活動等の状況からみて、事業を的確に遂行

することができると認められる団体をいいます。

雇用管理責任者

「建設労働者の雇用の改善等に関する法律」により、建設事業主は労働者の雇入れ及び配置、

技能の向上、職業生活上の環境の整備に関することを管理させるために、建設事業を行う事業

所ごとに雇用管理責任者を選任することが義務とされています。

本助成金の申請を行うにあたり、建設事業主は雇用管理責任者を選任していることが必要とな

ります。

※２ 令和８年度における雇用保険料率は「一般の事業」が13.5/1,000、「農林水産業、清酒製造業」が15.5/1,000 です。

※３ 建設業法における建設業の許可区分は以下のとおりです。

※１「土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは解体又はその準備の事業」として、令和８年度における

 雇用保険料率16.5/1,000の適用を受ける事業主

土木一式工事
とび・土工・
コンクリート工事

タイル・
れんが・
ブロック工事

しゅんせつ
工事

機械器具設置工事 建築一式工事 電気通信工事

熱絶縁工事 石工事 管工事 舗装工事 防水工事 建具工事 水道施設工事

大工工事 屋根工事 鋼構造物工事 板金工事 内装仕上工事 造園工事 消防施設工事

左官工事 電気工事 鉄筋工事 ガラス工事 塗装工事 さく井工事 清掃施設工事 解体工事

賃金の支払いが必要です

事業主が本助成金の対象となる訓練等を労働者に受講させるためには、事業主から労働者に対し、訓練等の受講にか

かる業務命令を行うこととなります。

業務命令により訓練等を受講させることは、労働者を労働に従事させたこととなり、労働の対価として賃金の支払い

が必要となります。本助成金の申請にあたり、賃金台帳等により賃金の支払いが確認できない場合は助成を行うことが

できませんのでご注意ください。

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形
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建設労働者技能実習コース（経費助成）／（賃金助成）／（賃金向上助成・資格等手当助成）

人材開発支援助成金

以下のいずれも満たす必要があります。
～～～～～～～

１．受給できる建設事業主

建設事業主の要件

であること中小建設事業主※1 雇用管理責任者 を選任していること

※1 女性建設労働者に係る技能実習を行う場合は、中小以外の建設事業主も経費助成の対象となります。

※2 技能実習を受講させる日についても通常の賃金の額以上の賃金を支払うことが必要です。

   また、所定労働時間外または所定労働日以外の休日等に受講させた場合は、通常の賃金に加えて所定の

   割増賃金を支払う必要があります。

雇用する建設労働者に させること技能実習を受講※2

Bの中小建設事業主の場合は、上記に加え以下のいずれも満たす必要があります。

① 受講者の３分の２以上が

・ に雇用される者 もしくは

・下請の   に雇用される者であること

② 訓練を実施するBの中小建設事業主に雇用され、

 勤務場所が である者が１名以上受講すること

Aの事業所

Aの中小建設事業主

Aの事業所

【用語説明】※詳しくはP2をご覧ください。

・Ａの中小建設事業主：「建設の事業」の雇用保険料率の適用を受ける中小建設事業主

・Ｂの中小建設事業主：「建設の事業」以外の雇用保険料率の適用を受ける中小建設事業主

・Ａの事業所：「建設の事業」の雇用保険料率の適用を受ける事業所

・Ｂの事業所：「建設の事業」以外の雇用保険料率の適用を受ける事業所

Bの中小建設事業主

Aの事業所 Bの事業所

Aの中小建設事業主

下請

２．算定対象となる建設労働者

算定対象となる建設労働者は、次のいずれかに該当する建設労働者であって訓練期間を通して雇

用保険の被保険者であり、訓練の受講時間数が総訓練時間数の７割以上である者となります。

・助成対象となる「Aの中小建設事業主」に雇用される建設労働者

・助成対象となる「Bの中小建設事業主」に雇用される建設労働者のうち、「Aの事業所」で勤務する

建設労働者

・助成対象となる「Aの中小建設事業主」または「Bの中小建設事業主」と直接の下請関係にある「Aの

中小建設事業主」に雇用される建設労働者

※ 女性建設労働者に係る技能実習を行う場合にあっては、「中小建設事業主」を「建設事業主」に読み替え
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建設労働者技能実習コース

３．助成対象となる技能実習

次の（１）または（２）に該当する技能実習が対象となります。

（１）技能実習

以下の全ての要件を満たす技能実習で、次ページの表に「○」があるものが対象です。

１．１日の実習の時間は１時間以上であること。（通信制及びeラーニングで実施する場合を除く。）

また、次ページの表①、⑤、⑦については合計10時間以上であること。

※１日１時間以上であっても、訓練と直接関連のない単なる開・閉講式、オリエンテーション等のみの場合、

その日については助成対象とはなりません。（試験に要する時間は対象に含まれます。）

２．次ページの表①の場合は１時間以上実技の時間を設けること。（実技と学科の時間の割合は問わない。）

３．技能実習の期間は６か月以内とすること。（(２)技術検定に関する講習の場合はこの限りではない。）

４．次ページの表①または⑤を自ら実施する場合、実習の指導員は以下のいずれかに該当する者であること。

・その実習の内容に直接関連する職種に関する職業訓練指導員免許を有する者

・１級技能検定に合格した者

・その他管轄労働局長がこれらと同等以上の能力を有すると認める者

※ 職場訓練（労働者を日常の職場で業務に就かせたまま行う訓練）及び営業活動の一環として行う技能実習は助成の

 対象になりません。

※ 労働者本人から技能実習に要した費用を徴収する場合は助成の対象になりません。

 確認のため、現金出納帳等の会計帳簿の提出を求めることがあります。

※ 認定訓練（都道府県より補助または助成を受けて行われる場合）は本コースの対象になりません。

（２）技術検定に関する講習

※ 建設業法で定める技術検定の検定種目は以下のとおりです。

建設機械施工管理 土木施工管理 建築施工管理 電気通信工事施工管理

電気工事施工管理 管工事施工管理 造園施工管理

以下の全ての要件を満たすものが対象です。

１．建設業法で定める技術検定（※）に関する講習であり、受講を開始する日において雇用保険法で定める

教育訓練給付金の支給対象であること。

※対象となる講習については、厚生労働省ホームページをご覧いただくか、

都道府県労働局へお問い合わせください。

掲載先（右側のQRコードからもご確認いただけます。）

２．雇用保険法に定める指定教育訓練実施者が実施するものであること。

https://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/;jsessionid=N02bLINRC-

IOeoXuIc80cfWMNrI9u83P6DXt7MkI6EX-DKbRN1ae0PMIT_UG01IT.kensaku_001

https://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/;jsessionid=N02bLINRC-IOeoXuIc80cfWMNrI9u83P6DXt7MkI6EX-DKbRN1ae0PMIT_UG01IT.kensaku_001
https://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/;jsessionid=N02bLINRC-IOeoXuIc80cfWMNrI9u83P6DXt7MkI6EX-DKbRN1ae0PMIT_UG01IT.kensaku_001
https://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/;jsessionid=N02bLINRC-IOeoXuIc80cfWMNrI9u83P6DXt7MkI6EX-DKbRN1ae0PMIT_UG01IT.kensaku_001
https://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/;jsessionid=N02bLINRC-IOeoXuIc80cfWMNrI9u83P6DXt7MkI6EX-DKbRN1ae0PMIT_UG01IT.kensaku_001
https://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/;jsessionid=N02bLINRC-IOeoXuIc80cfWMNrI9u83P6DXt7MkI6EX-DKbRN1ae0PMIT_UG01IT.kensaku_001
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実習内容

中小建設

事業主が

自ら行う

場合

登録教習機

関が実施す

る実習を受

講させる場

合

登録基幹技

能者講習実

施機関が実

施する実習

を受講させ

る場合

職業訓練法

人が実施す

る実習を受

講させる場

合

所属する中

小建設事業

主団体※2が

実施する実

習を受講さ

せる場合

建設事業

主が自ら

行う場合

所属する建

設事業主団

体※2が実施

する実習を

受講させる

場合

①

建設工事における作業に

直接関連する実習

（②から⑥以外のもの）

○ ○ ○ × ○ ○※1 ○※1

②

労働安全衛生法で定める

特別教育

（P34～35 表１に限る）

○ ○ ○ × ○ ○※1 ○※1

③

労働安全衛生法に基づく

危険有害業務従事者に対

する安全衛生教育

（P36 表２に限る）

○ ○ ○ × ○ ○※1 ○※1

④

労働安全衛生法に基づく

教習及び技能講習

（P37 表３に限る）

× ○ × × × × ×

⑤

職業能力開発促進法に規

定する技能検定試験のた

めの事前講習

（P38 表４に限る）

○ ○ ○ × ○ ○※1 ○※1

⑥

建設業法施行規則に規定

する登録基幹技能者講習

（P39～40 表５参考）

× × ○ × × × ×

⑦
技能継承に係る指導方法

の向上のための講習※3 × × × ○ × × ×

※１ 中小建設事業主以外の建設事業主が、

・雇用する女性建設労働者に技能実習を行う場合

・所属する建設事業団体に対し、雇用する女性建設労働者に係る技能実習を委託して行う場合

に限ります。

※２ 実習の委託先となる中小建設事業主団体は、次のいずれにも該当する団体に限ります。

（建設事業主団体の場合は「中小建設事業主」を「建設事業主」に読み替え）

・ 団体の構成員のうち建設事業主が50％以上を占めており、その建設事業主のうち３分の２以上が中小建設事業主

であること。

・ 構成員である建設事業主の50％以上の者が雇用保険に加入していること

・ 実施する技能実習の受講者のうち３分の２以上が、「Aの中小建設事業主」に雇用される建設労働者及び「Ｂの

中小建設事業主」のうち勤務場所が「Ａの事業所」である建設労働者であること

※３ 建設関係の認定訓練において指導員の補助者として訓練に入り、実際の訓練の中で指導員から指導の方法を学ぶ形態

の講習です。

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形
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４．助成額

※雇用保険被保険者数は技能実習の開始日時点の人数です。

○ 企業全体の雇用保険被保険者数 20人以下の場合 … 支給対象費用の

（１）経費助成

○ 企業全体の雇用保険被保険者数 21人以上の場合

・35歳未満の労働者について … 支給対象費用の

・35歳以上の労働者について … 支給対象費用の

○ 中小建設事業主以外の建設事業主の場合 … 支給対象費用の

（自ら雇用する女性建設労働者に係る技能実習を行う場合のみ対象となります。）

３／４（75%）

７／10（70%）

３／５（60%）

９／20（45%）

＜対象となる経費＞ ※１つの技能実習について、１人あたり10万円が上限です。

支給対象費用 基準

事業主自ら実施する場合

指導員謝金
実費相当額（部外指導員に対し、直接支払い

を行ったものに限る）

指導員旅費 実費相当額（交通費に限る）

実習場所の借上料

実費相当額（関係者間の賃貸借の場合には、

一般的に料金表に基づき有料で賃貸されてい

る会場である場合に限る）

建設機械の借上料 実費相当額

教材費、消耗品代等で技能

実習に直接必要とする費用
実費相当額

委託費
自ら計画した実習の一部を所属する建設事業

主団体等に委託する場合に限る

所属する建設事業主団体

等の実施する実習を受講

させた場合

受講料 実費相当額

※ 都道府県の職業能力開発施設及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の職業能力開発施設が

 実施している訓練の受講料、教科書代等の経費は、助成対象となりません。

建設労働者技能実習コース

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形
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※雇用保険被保険者数は技能実習の開始日時点の人数です。

○ 企業全体の雇用保険被保険者数 20人以下の場合 …

※建設キャリアアップシステム技能者情報登録者の場合は10,450円／日となります。

（２）賃金助成

○ 企業全体の雇用保険被保険者数 21人以上の場合 …

※建設キャリアアップシステム技能者情報登録者の場合は9,405円／日となります。

9,500 円／日

8,550 円／日

※ 賃金助成は「通学制」または「同時双方向型の通信訓練」（実技もしくは修了試験の通信訓練または定

額制サービスによる通信訓練を除く）で実施する訓練時間が３時間以上である訓練日のみ支給対象

となります。

※ １つの技能実習について、１人あたり20日分が上限です。

※ 賃金助成は中小建設事業主以外の建設事業主は助成対象とはなりません。

（１）経費助成の支給決定を受けている場合 … 支給対象費用の

※１つの技能実習について、１人あたり２万円が上限です。

（３）賃金向上助成・資格等手当助成

（２）賃金助成の支給決定を受けている場合

○ 企業全体の雇用保険被保険者数 20人以下の場合 …

○ 企業全体の雇用保険被保険者数 21人以上の場合 … 1,750 円／日

2,000 円／日

３／20（15%）

500万円（経費助成＋賃金助成 ＋ 賃金向上助成・資格等手当助成）

（支給申請日を基準とし、一事業年度（4/1～3/31）あたり）

＜上限額＞

建設労働者技能実習コース

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形



33

５．支給申請までの流れ

計画届の提出
技能実習を実施しようとする日の3か月前から原則１週間前まで

に、計画届を管轄の都道府県労働局へ提出してください。

※登録教習機関、登録基幹技能者講習実施機関、職業訓練法人または指定教育訓練実施者

が実施する技能実習を受講させる場合は、計画届の提出は不要です。

ただし、技能実習の一部について事業主自ら実施する場合等は、その技能実習の全て

について記載した計画届の提出が必要となります。

計画変更届の提出
計画に変更が生じる場合は、当初計画していた訓練実施日もしくは変

更後の訓練実施日のいずれか早い方の日の前日までに、必要書類を管

轄の都道府県労働局へ提出してください。

※「実習内容」「実施日」「講習実施機関名（主催者名）」「実施場所」に変更が生じる

場合に、計画変更届を提出してください。

技能実習の実施

支給申請書の提出
技能実習終了後、以下に定める期間内に、支給申請書と添付書類を管

轄の都道府県労働局へ提出してください。

提出書類については P49～ をご覧ください

※「経費助成」「賃金助成」の申請を行う場合

…技能実習が終了した日の翌日から起算して２か月以内に、必要書類を提出してくだ

さい。

ただし、技能実習の期間に係る賃金の支払日から支給申請期限まで２週間に満たない

場合は、技能実習の期間に係る賃金の支払日から２週間以内に提出してください。

※「賃金向上助成・資格等手当助成」の申請を行う場合

…賃金が改定され、建設労働者に支払った日から３か月後となる日（その月において

３か月後となる日がない場合は、その月の末日）の翌日から起算して５か月以内に、

必要書類を提出してください。

建設労働者技能実習コース

・人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費

助成・賃金助成））支給申請書（建技様式第３号）

・人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（賃金

向上助成・資格等手当助成））支給申請書（建技様式第３

号の３）

・添付書類

・人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース

（経費助成）（賃金助成））計画届（建技様式第１号）

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形

TAKAHASI TOMOYUKI
長方形
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表５ 各専門工事業団体における登録基幹技能者講習の実施状況

建設労働者技能実習コース

登録基幹技能者講習の種類 団体名

26 登録冷凍空調基幹技能者 (一社)日本冷凍空調設備工業連合会

27 登録運動施設基幹技能者 (一社)日本運動施設建設業協会

28 登録基礎工基幹技能者
(一社)全国基礎工事業団体連合会

(一社)日本基礎建設協会

29 登録タイル張り基幹技能者 (一社)日本タイル煉瓦工事工業会

30 登録標識・路面標示基幹技能者 (一社)全国道路標識・標示業協会

31 登録消火設備基幹技能者 (一社)消防施設工事協会

32 登録建築大工基幹技能者

(一社)JBN・全国工務店協会

全国建設労働組合総連合

(一社)全国住宅産業地域活性化協議会

(一社)日本ツーバイフォー建築協会

(一社)日本木造住宅産業協会

(一社)日本ログハウス協会

(一社)プレハブ建築協会

33 登録硝子工事基幹技能者
全国板硝子工事協同組合連合会

全国板硝子商工協同組合連合会

34 登録ALC基幹技能者 (一社)ALC協会

35 登録土工基幹技能者 (一社)日本機械土工協会

36 登録ウレタン断熱基幹技能者 (一社)日本ウレタン断熱協会

37 登録発破・破砕基幹技能者 (一社)日本発破・破砕協会

38 登録建築測量基幹技能者 (一社)全国建築測量協会

39 登録解体基幹技能者 (公社)全国解体工事業団体連合会

40 登録圧入工基幹技能者 (一社)全国圧入協会

41 登録送電線工事基幹技能者 (一社)送電線建設技術研究会

42 登録さく井基幹技能者 (一社)全国さく井協会

43 登録あと施工アンカー基幹技能者 (一社)日本建設あと施工アンカー協会

44 登録計装基幹技能者 (一社)日本計装工業会

45 登録土質改良基幹技能者 (一社)全国建設発生土リサイクル協会

46 登録都市トンネル基幹技能者 (公社)日本推進技術協会

47 登録潜函基幹技能者 日本圧気技術協会

48 登録道路等法面保護基幹技能者 (一社)全国特定法面保護協会

49 登録斜面防災基幹技能者 (一社)斜面防災対策技術協会

50 登録石材施工基幹技能者 全国建築石材工業会

※ 上表以外に新たに国土交通大臣の登録を受けた講習も対象となります。
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提出書類について

各コースについて、計画の届出及び支給申請の際に必要となる書類は以下のとおりです。

支給申請に必要な書類

□ 「支給要件確認申立書」（共通要領様式第１号）

□ 支払方法・受取人住所届

支給申請に必要な書類

□
トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース）支給申請書

（建ト様式第１号）

□

「トライアル雇用結果報告書兼トライアル雇用助成金支給申請書（一般トライアルコース」（写

し）、「障害者トライアル雇用等結果報告書兼障害者トライアル雇用助成金支給申請書（障害者

トライアルコース）」(写し)（各共通様式第２号) 

※トライアル雇用助成金各コースの支給申請と本コースの申請を同時に行う場合は不要です。

□
支給対象となる若年・女性建設労働者であることを確認できる書類

（求人票、雇用契約書、雇入通知書、作業員名簿、建設技能関連資格の免許証または修了証の写し、

建設技能関連の訓練の修了書の写し 等）

□ その他管轄する労働局長が必要と認める書類

トライアル雇用助成金 若年・女性建設労働者トライアルコース1

人材確保等支援助成金

若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（事業主経費等助成）
2－1

計画の届出に必要な書類

□
人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）（事業主

経費等助成））計画届（建魅様式第１号）

□ 事業計画内訳書（建魅様式第１号別紙１）

□ 共催する場合は、事業計画書（建魅様式第１号別紙２）

計画の変更に必要な書類

□
人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野））に係る

計画変更届（建魅様式第１号）

□ 変更後の事業計画内訳書（建魅様式第１号別紙１）

各コース共通０
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人材開発支援助成金

建設労働者技能実習コース（経費助成）／（賃金助成）
6－1

計画の届出に必要な書類

□
人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成）（賃金助成））計画届（建設事業

主用)（建技様式第１号)

計画の変更に必要な書類

□
人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成）（賃金助成））変更届

（建技様式第２号）

支給申請に必要な書類

□
人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成・賃金助成）支給申請書

（建技様式第３号）

□
受講者名簿及び人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成・賃金助成））の

助成金支給申請内訳書（建技様式第３号別紙１）

□ 賃金台帳（写し）

□
就業規則（写し）、雇用契約書（写し）、休日カレンダー等の受講者の所定労働日及び所定労働

時間が分かる書類（写し）

□ 出勤簿（写し）、タイムカード（写し）等の訓練期間中の出席状況を確認するための書類

□ 実施日ごとの科目時間数が分かるカリキュラム

□

建設キャリアアップシステムの技能者情報登録者に係る助成額で賃金助成を申請する場合、受講

者が建設キャリアアップシステム技能者情報登録者であることを証する書類（建設キャリアアッ

プシステムから出力される技能者情報に係る書面、建設キャリアアップカードの写し等）

□

下請労働者に係る経費を助成対象として申請する場合、下請中小建設事業主に係る賃金台帳（写

し）、就業規則（写し）、雇用契約書（写し）、休日カレンダー、出勤簿（写し）、タイムカー

ド（写し）等の賃金の支払いが確認できるもの

□
受講者に下請のAの中小建設事業主もしくはAの建設事業主が雇用する労働者がいる場合、

下請建設事業主名簿（建技別様式第２号）

□ その他管轄する労働局長が必要と認める書類

【共通】＜通学制または同時双方向型の通信訓練の場合＞

□
人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成・賃金助成）支給申請書

（建技様式第３号）

□ 修了証

□ 実施日ごとの科目時間数が分かるカリキュラム

□ その他管轄する労働局長が必要と認める書類

【共通】＜通信制またはeラーニングの場合＞

登録基幹技能者実施機関が実施する実習を受講させる場合は、
計画書の届出は不要になります。P33参照
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労働局 担当 所在地 電話番号 労働局 担当 所在地 電話番号

北海道

職業安定部

職業対策課

雇用助成金

さっぽろセンター

〒060-8566

札幌市北区北８条西２-１-１

札幌第１合同庁舎３階

011-738-1043 三重
職業安定部

職業対策課

〒514-8524

津市島崎町327-2

津第二地方合同庁舎

059-226-2111

青森
職業安定部

職業対策課

〒030-8558

青森市新町２-４-２５

青森合同庁舎７階

017-721-2003 滋賀
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒520-0806

大津市打出浜13-49

京都建物大津ビル４階

077-526-8251

岩手
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒020-0045

盛岡市盛岡駅西通2丁目9－1

マリオス 19F 

019-606-3285 京都
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒604-8171 

京都市中京区烏丸通御池下ル

虎屋町566-1

井門明治安田生命ビル2階

075-241-3269

宮城
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒983-0852 

仙台市宮城野区榴岡4-2-3

仙台MTビル２階

022-299-8063 大阪
職業安定部

雇用保険課

助成金センター

〒540-0028

大阪市中央区常盤町1-3-8

中央大通FNビル9階

06-7669-8900

秋田
職業安定部

職業対策課

〒010-0951

秋田市山王3-1-7

東カンビル5階

018-883-0006 兵庫

職業安定部

職業対策課

ハローワーク

助成金デスク

〒651-0083

神戸市中央区浜辺通２－１－３０

三宮国際ビル５階

078-221-5440

山形
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒990-8567 

山形市香澄町３-２-１

山交ビル４階

023-666-3614 奈良
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒630-8113

奈良市法蓮町163-1

新大宮愛正寺ビル４階

0742-35-6336

福島 職業安定部

職業対策課

〒960-8513

福島市花園町5-46

福島第二地方合同庁舎 3階

024-529-5409 和歌山
職業安定部

職業対策課

〒640-8581

和歌山市黒田二丁目3番3号

和歌山労働総合庁舎

073-488-1161

茨城
職業安定部

職業対策課

助成金事務センター

〒310-0801

水戸市桜川2-5-7

ＭシティビルⅢ1階

029-303-5861 鳥取 職業安定部

職業安定課

〒680-8522

鳥取市富安２-８９-９
0857-29-1707

栃木
職業安定部

職業対策課

助成金事務センター

〒320-0043

宇都宮市桜5-1-13

宇都宮地方合同庁舎４階

028-614-2263 島根
職業安定部

職業対策課

〒690-0841

松江市向島町134番10

松江地方合同庁舎5F

0852-20-7022

群馬
職業安定部

職業対策課

〒371-0854

前橋市大渡町1-10-7

群馬県公社総合ビル９階

027-210-5008 岡山
職業安定部

職業対策課

助成金事務室

〒700-0984

岡山市北区桑田町18-28

明治安田生命岡山桑田町ビル 6階

086-238-5301

埼玉
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒330-6016 

さいたま市中央区新都心１１-２

ランド・アクシス・タワー13階

048-600-6217 広島
職業安定部

職業対策課

〒730‐0013

広島市中区八丁堀5-7

広島KSビル４Ｆ

082-502-7832

千葉
職業安定部

職業対策課

〒260-0013

千葉市中央区中央3-3-1

フジモト第一生命ビルディング6階

043-221-4393 山口
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒753-0078

山口市緑町3-29

山口県労働者福祉文化中央会館 2階

083-902-1564

東京

ハローワーク

助成金事務センター

〒169-0073

新宿区百人町４－４－１

新宿労働総合庁舎

トライアル雇用助成金

03-5337-7414

人材開発支援助成金

03-5332-6927

徳島
職業安定部

職業対策課

〒770-0851

徳島市徳島町城内6-6

徳島地方合同庁舎

088-611-5387

ハローワーク

助成金事務センター

新宿分室

〒163-0721

新宿区西新宿２－７－１

新宿第一生命ビルディング２１階

人材確保等支援助成金

03-5990-6116 香川
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒760-0019

高松市サンポート２ー１

高松シンボルタワー タワー棟12階

087-823-0505

神奈川 神奈川

助成金センター

〒231-0015

横浜市中区尾上町5-77-2

大和地所馬車道ビル５F

045-270-7989 愛媛

職業安定部

職業対策課

職業対策課分室

（助成金センター）

〒790-0878

松山市勝山町二丁目6－3

FJ松山ビル2階

089-987-6370

新潟
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒950-0965

新潟市中央区新光町16-4

荏原新潟ビル1階

025-278-7181 高知
高知労働局

助成金センター

〒781-8560

高知市大津乙 2536 – 6

高知公共職業安定所３階

088-878-5328

富山
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒930-0008

富山市神通本町1-6-9

MIPSビル４F

076-432-9162 福岡
職業安定部

職業対策課

福岡助成金センター

〒812－0013

福岡市博多区博多駅東2丁目11番1号 

福岡合同庁舎本館１階

092-411-4701

石川
職業安定部

職業対策課

〒920-0024 

金沢市西念3丁目4番1号

金沢駅西合同庁舎5階・6階

076-265-4428 佐賀
職業安定部

職業対策課

〒840-0801

佐賀市駅前中央3丁目3番20号

佐賀第2合同庁舎 6階

0952-32-7173

福井 職業安定部

助成金センター

〒910-0004

福井市宝永4-3-1

サクラNビル8階

0776-22-2683 長崎
職業安定部

職業対策課

〒850-0033

長崎市万才町7-1

TBM長崎ビル6階

095-801-0042

山梨
職業安定部

職業対策課

〒400-8577

甲府市丸の内1-1-11
055-225-2858 熊本

職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒860-0047

熊本市西区春日3‐26‐47

JR熊本春日南ビル3階

096-312-0086

長野
職業安定部

職業対策課

〒380-8572

長野市中御所1-22-1
026-226-0866 大分

職業安定部

職業対策課

大分助成金センター

〒870-0037

大分市東春日町17番20号   

大分第2ソフィアプラザビル ４階

097-535-2100

岐阜
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒500-8842

岐阜市金町4-30

明治安田生命岐阜金町ビル3階

058-263-5650 宮崎
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒880-2105

宮崎市大塚台西1-1-39

ハローワークプラザ宮崎内

0985-62-3125

静岡
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒420-0853

静岡市葵区追手町8-1

日土地静岡ビル4階

054-275-3010 鹿児島
職業安定部

職業対策課

助成金センター

〒892-0847

鹿児島市西千石町1番1号

鹿児島西千石第一生命ビル

099-219-5101

愛知
職業安定部

あいち雇用助成室

〒460-0003

名古屋市中区錦2-14-25

伏見庁舎11階

052-219-5518 沖縄

職業安定部

職業対策課

沖縄助成金センター

沖縄助成金センター分室

〒900-0006

那覇市おもろまち２-１-１

那覇第２地方合同庁舎(１号館)１Ｆ

トライアル雇用助成金

098-868-4013

人材確保等支援助成金
人材開発支援助成金

098-868-1606

助成金についてのお問い合わせ先 ※申請先については別途ご確認ください。
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